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分担研究報告書 

 

滋賀医科大学学際的痛み治療センターにおける慢性痛患者に対する集学的治療の活動報告 

 

研究分担者  福井 聖 滋賀医科大学医学部附属病院ペインクリニック科 病院教授 

 

研究要旨 

学際的痛み治療センターに紹介された難治性慢性疼痛患者に対し、多職種による生物心理社

会的評価を行い、多職種による学際的カンファレンスで治療方針を決め、集学的治療を67人

（運動療法を56人、理学療法士による運動療法と臨床心理士による認知行動療法の併用を11

人）に施行した。滋賀医科大学学際的痛み治療センターでは，臨床心理士と理学療法士が合同

で、運動療法と認知行動療法を行う外来での集学的介入を行い，治療内容のさらなる充実を図

ることができた。終了した全症例で、症状・所見が軽快し、産業衛生医の協力のもと9人で職

場復帰のサポートを行った。 

慢性疼痛の診療体制の地域医療連携を構築するとともに、地域医療者研修会を多く行うこと

で、慢性疼痛診療を担う医療者の育成を行い、地域のニーズにあった痛みセンターと慢性疼痛

地域医療連携の構築を行っている。 

 

Ａ．研究目的 

麻酔科ペインクリニック医、リハビリテー

ション医、理学療法士、臨床心理士、公認心

理師、心療内科医、看護師、産業衛生医、基

礎医学生理学講座研究者などで学際的痛みセ

ンターを構成し、学際カンファレンスをもと

に治療方針を決定し、共通の認識の下で個々

の慢性疼痛患者に適した生物心理社会モデル

に基づいた患者評価、集学的治療の構築を行

った。 

 

Ｂ．研究方法 

学際的痛みセンターの診療体制は、A2)   

麻酔科ペインクリニック医３人、A1）整形外

科医（リハビリテーショ科）１人、B2: 臨床

心理士（公認心理師）２人、B1: 心療 

内科医１人、C: 看護師１人、理学療法士３ 

人、産業衛生医1人、基礎医学者１人、で構 

 

成した。多職種による学際カンファレンス

を月に４回（初診1回、再診3回）行い、患

者の器質的、機能的、心理社会的要因を多面

的に評価し、治療方針を討議し、決定した。 

１：集学的評価、集学的治療の構築 

学際的痛みセンターの集学的治療として、 

運動療法、認知行動療法との併用、その内訳

について報告する。 

また身体的、機能的、心理社会的、医療経済

面からの、より詳細な集学的評価に取り組ん

だ。また集学的治療の後は、産業衛生医と連

携して、復職支援を行った。 

１－１：集学的評価の構築、学際的痛みセン

ターでのチームカンファレンス 

痛みセンター問診票、red flagの器質的

疾患の検査の他、詳細にわたる評価を実施し

た。 

理学療法士により、集学的治療前後で、通
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常の痛みセンター問診票に加えて、身体機能、

運動恐怖、中枢性感作など以下の項目の評価

を集学的治療前後で実施した。 

機能評価 

 - VAS/NRS（疼痛強度）、- ROM（関節可動域）、 

 - FFD（立位体前屈） 

質問紙表 

 - RMDQ / NDI （機能障害）、 SF-MPQ-2（疼

痛強度・質）、- TSK（運動恐怖： cutoff 39/40） 

 - SCI（中枢神経感作症候群：cutoff 39/40） 

 - IPAQ short form（身体活動量）、- LSA（生

活の広がり）を行った． 

社会背景因子としては，職業と労働災害の

有無，生活保護の有無，交通事故の有無，精神

科通院歴・向精神薬の使用，睡眠障害・眠剤の

使用，その他の薬剤を調査した． 

１－２：慢性痛患者のICD 11に基づいた分類 

学際的痛みセンターで学際的カンファレンス

で集学的評価、治療を行っている難治性慢性

痛患者については、2017年１月から、ICD- 

11に基づいた分類について、学際カンファレ

ンス時にスタッフ全員で行なっている。 

１－３：慢性疼痛のプレゼンテイイズムの評価 

慢性疼痛による経済損失、生産性の低下に

ついて、労働年代でプレゼンテイイズム、アム

センテイイズム質問評価として、一般的になっ

ているの- WHO-HPQ（生産性評価）による 

Absolutive absenteeism, 

Relative absenteeism,  

Absolutive presenteeism, 

Relative presenteeism 

の評価を行った。 

世界保健機構 健康と労働パフォーマンス

に関する質問紙（短縮版）WHO Health and Work 

Performance Questionnaire (short form) 

Japanese editionは以下の質問票である。 

  

 

１－４：運動療法、理学療法士とのプチ集学

的治療、インターベンショナル治療と運動療

法の併用 

運動器慢性疼痛患者では、どのような原因

であれ、筋肉への負荷のアンバランス、姿勢

のアンバランス、筋肉の硬直などによる、筋

筋膜性疼痛がある。様々な運動連鎖による、

顔面、頚部、肩、背部、上肢、腰部、下肢の

連鎖による痛みが多い。問診、神経学的所見

を含めた身体所見，理学所見、器質的診断で

のred flag, yellow flag（心理社会的要

因）の診断、評価を適切に施行することが，

重要であることはいうまでもないが、臨床の

現場では、機能的診断が抜けていることが非

常に多い。 

ペインクリニック外来で、理学療法士によ

り機能的診を行い、同じ場所で、情報交換し

ながら、機能的診断、運動療法、認知行動療

法的アプローチを行うプチ集学的治療の運動

療外来を週1回開設することで、運動器慢性

疼痛の治療の質の向上を行っている。 

ペインクリニック外来で、理学療法士によ

り機能的診を行い、インターベンショナル治

療、薬物療法と併用して、理学療法士と医師

によるプチ集学的治療の運動療外来を週1回

開設し、同じフロアで、機能的診断、治療状

況を共有した。 

15 年度に山口県で鈴木らが施行した「山

口県腰痛study」から得られた最新の知見に

よると、理学所見を適切に施行し，診断的神
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経ブロックなどの手技を組み合わせれば，実

は正確な診断・治療を行うことは可能である

と考えられている。 

１－５：集学的治療 

集学的治療までの評価、実際は以下のよう

なフローにそって行った。 

 

認知行動療法と運動療法による集学的治療 

滋賀医科大学学際的痛み治療センターでは，

臨床心理士による認知行動療法と、理学療法

士による運動療法の組み合わせによる集学的

治療を、週1回上限10回を目安に介入を実施

した。 

２：学際的痛みセンターと地域連携の構築、

産業医の連携による復職支援の試み 

慢性疼痛の集学的治療において、滋賀県内

の医療機関との連携を深め、病病連携、病診

連携を構築した。 

また痛みセンターと産業医の連携のモデル

を構築し、集学的治療の後に、産業衛生医と

職場責任者などの交渉を行っていただき、

個々の患者、職場状況に応じた復職支援を行

った。 

 
 

Ｃ．研究結果 

iPad痛みセンター問診システムの構築によ

り、学際的痛みセンターの医療者は受診患者

全員が診察前に入力した患者プロファイル、

各種問診表の結果を見ながら問診、診察を行

った。 

 

１－１～３：集学的評価、学際的痛み治療セ

ンターでのチームカンファレンス 

月４回（初診1回、再診3回）、ペインクリ

ニックに関わる医師、理学療法士、臨床心理

士（公認心理師）などが集まり、カンファレン

スを行った。カンファレンスでは、症例のICD-

11に基づく診断名の確認、レッドフラッグな

どの確認に加えて、再診患者の介入内容の進

捗状況の確認、スタッフ間での情報共通や今

後の方針の共有化を行った。 

職種による学際的カンファレンスで治療方

針を決め、集学的治療を67人；運動療法を56

人、運動療法と認知行動療法の併用を11人に

施行した。 

症例数は少ないものの、慢性疼痛患者では

プレゼンティズムの測定で40%～50%パフォー

マンスが低下していることが認められている。

今後さらに症例を重ねてデータ化していきた

い。 

ICD-11に基づいた分類では、運動療法と認

知行動療法の併用した患者では、昨年から

chronic wide spread painが多数をしめるよ

うになった。 

１－４Ａ：運動療法、理学療法士とのプチ集

学的治療 

理学療法士が、身体の機能的な評価を行う

ことで、姿勢、筋コンディショニング、関節

の評価が可能になり、機能的診断からインタ

ーベンショナル治療のターゲットが明確にな

ることも多くなった。 

 また神経ブロックを行ったあとに、理学療
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法をすることで、運動恐怖の強い慢性疼痛患

者はスムーズに運動療法に移行することがで

きた。インターベンショナル治療で痛みが軽

減している時点で、関節可動域訓練を行い、

その後自動運動にもっていくと、セルフケア

にもっていきやすいことがわかった。 

 理学療法士が簡単な認知行動療法的アプロ

ーチを、患者と会話しながら身体の治療をま

ず行うことで、運動療法、チーム医療の有効

性がさらに高まると考えられた。 

 

 

理学療法士による運動療法の症例数  

疾患別では、慢性腰痛症と腰部脊柱管狭窄

症が多数をしめた。計56人 

単独の治療だけでなく、同じフロアで理学

療法士による機能的診断を共有し、慢性疼痛

患者の痛みをインターベンション治療で緩和

すると、運動療法がスムーズに行うことがで

きた。 

 腰部脊柱管狭窄症の神経根症においても、

機能的診断に基づいた運動療法を行うこと

で、保存的治療が奏功することがわかってき

た。 

 脊柱管狭窄症でも、理学療法士による機能

的診断のもと、姿勢の矯正や筋力訓練だけ

で、脊椎外科での手術や神経根ブロックなど

のインターベンショナル治療なしで、痛みが

軽快することも判明した。 

 このように、結果については、今後理解し

やすく、普及しやすいように、症例ベースで

発表していくことにしている。 

１－４Ｂ：運動療法、インターベンショナル

治療と運動療法の併用 

インターベンショナル治療と運動療法の組

み合わせは、慢性疼痛患者の痛みを緩和し

て、身体活動を促進し，ADLやQOLの改善・

向上につなげるというコンセプトで、パルス

高周波法と運動療法の組み合わせが、オラン

ダ、スイスを中心に欧州で盛んに施行されて

いる。 

高周波治療（高周波熱凝固、パルス高周波

治療）では、開発したオランダでは、現在８

０％が、パルス高周波治療と運動療法の組み

合わせに移行している。本邦でも今後のエビ

デンス作りが必要である。 

今後は、機能的評価の、集学的評価のも

と、チーム治療の一環として、パルス高周波

治療と運動療法の組み合わせを行うことが望

ましいと考えられる。 

 理学療法単独では対処ができない難治性椎

間板性腰痛2人に対して、椎間板内パルス高

周波法と運動療法の組み合わせで、治療を行

った。 

理学療法、薬物慮法、他の神経ブロック療

法など、通常の治療が効果のない椎間板性腰

痛患者に対して，昨年度に引き続いて椎間板

内パルス高周波法（椎間板PRF）を施行し

た。 

椎間板PRFは、先端20mm露出の高周波電

極針を椎間板内中央部に刺入し、椎間板内で

15分間PRFを施行した。施行後、他の神経

ブロック治療は施行せず、投薬も増量するこ

となく、椎間板PRF効果を検討した。全例プ

ロスポーツ選手（野球、ゴルフなど）であっ

たが、NRS、ローランド障害スコアとも、椎

間板PRF施行１，３，６、１２月後の値は、

施行前の値に比較して著明に改善していた。
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１年後で全例50％以上の痛みの改善が得ら

れた。 

 

 

 

１－５：集学的治療；運動療法と認知行動療

法の併用 

週1回、計８～10回、理学療法士による運

動療法と臨床心理士による認知行動療法の併

用による集学的治療を行った。 

運動療法は、患者教育で治療の意義と有効

性、予後などを説明し適切な情報と安心感を

与えること、痛みを持つ患者の「認知」や「情

動」「行動」にターゲットを置き日常生活動作

や身体機能、生活の質を含む「社会参加」など

をサポートすること、痛みがあっても、機能

改善に取り組むことを、主な目標として取り

組んだ。 

また、休業中の患者に対しては、仕事のシ

ュミレーションをメインに、仕事日数、仕事

への自信、身体能力の向上などを目標に運動

療法を行った。 

 

 

認知行動療法では，①心理教育と目標設定，

②呼吸法・筋弛緩法・自律訓練法等の患者自

身が行うリラクセイション，③活動と休憩を

時間に基づいて設定し無理のない活動のペー

ス配分を把握した上で活動量の漸増を促す段

階的活動化，終結時の④再発予防を必須コン

ポーネントとして行った。さらに，必要性に

応じて以下の介入を提供した。 

認知再構成法；痛みや物事への認識の仕方

により感情的苦痛・行動制限がみられる場合

は自動思考のモニタリングと認知再構成法を

行った。 

 

 

段階的曝露法；運動恐怖による活動制限が

顕著な場合は，患者が過度に恐怖を感じてい

る特定の活動に挑戦してもらい，想定してい

るような悪い事態は起こらないことを確認す

る，段階的曝露法を行った。 

臨床心理士と理学療法士が合同で行う集学

的介入を行う体制が構築できた。 

 11名で集学的治療患者のうち、産業衛生医

から紹介いただいた慢性疼痛患者は、職場の

問題点を考慮して、職場復帰訓練などの復職

サポートを行った。産業衛生医が職業外来を

している膳所診療所からの紹介前に、各事例

について学際的痛み治療センターのペインカ

ンファレンスにおいて症例の概要や問題点を

伝えていただき、集学的治療の適用を確認し

た。一方で、県内外の施設から集学的治療目

的に紹介される患者では、集学的治療 CBT の

適応とならない患者が多く、京滋地区での慢

性疼痛治療、集学的治療のさらなる啓発の必

要性を痛感している。 
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２：学際的痛みセンターと慢性疼痛患者の地

域連携の構築、産業衛生医との連携 

 産業医が慢性疼痛検診を行っている膳所診

療所より、慢性頚肩腕症、慢性腰痛症、

chronic wide spread painなどの９症例の

紹介を受け、理学療法士と臨床心理士が連携

した認知行動療法、運動療法から構成される

集学的治療介入を実施した。 

集学的介入の適応判断のため、患者紹介の

前に滋賀医科大学医学部附属病院にてカンフ

ァレンスを開くようにしており、事前の情報

により、よりスムーズな患者教育、集学的治

療への移行ができた。 

産業衛生医との連携は、紹介前にあらかじ

め、学際的痛みセンターで、患者のプレゼン

などの情報提供を行っていただくことにより、

集学的治療の適応になるかどうか、あらかじ

め話し合うことで、スムーズな連携につなが

ることができた。今後は、慢性疼痛診療にた

けた医師と、そのような密な連携ができるこ

とが臨まれる。 

本年は前年度に引き続き膳所診療所と診療

連携し、9 名の集学的治療を行い、復職のサポ

ートを行った。 

介護領域が中心の地域連携のモデルとし

て、引き続き行っていく予定である。 

 また入院リハビリテーションプログラムが

適すると思われる１症例について、篤友会千

里山病院へ紹介した。 

関西医科大学医学部附属病院心療内科の水

野先生と月１回のWebカンファレンスを設け

た。心療内科医と月１回のカンファレンスを

設け、滋賀医科大学に通院する心理的要因の

修飾が強い慢性痛患者の症例について、アド

バイスを受けることで、痛みセンターのスタ

ッフ、理学療法士、臨床心理士、医師のスキ

ルアップを図ることができた。 

 

 

３；医療者研修会、医療者研修、市民公開講

座 

慢性痛診療の課題を明確にする目的で、慢

性痛診療の課題を明確にする目的で、産業界、

開業医、心療内科、集学的治療、頭痛診療、イ

ンターベンショナル治療、歯科治療の７つの

事業を立ち上げ、セミナー開催、慢性痛の望

ましい診療体制の構築につなげることを試み

た。すべての事業は、最低年 1 回のセミナー

を開催し、それぞれの事業の目的達成を図っ

た。7事業で合計11回（計35.5時間）のセミ

ナーを開き、計 577 名の方々に参加いただい

た。結果的に延べ 140 例の診療連携につなが

った。 

 
産業界で発生する慢性疼痛診療連携事業 

産業界で発生する慢性疼痛診療連携事業で

は、産業医を対象としたセミナーを 2 回企画

し、数多くの産業医に生物心理社会的モデル
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に基づいた慢性痛診療の実際を知っていただ

く機会を提供した。産業界での慢性痛問題の

今後の取り組みの大きな一歩となった。 

 

 
 

開業医との慢性疼痛診療連携事業 

多くの慢性痛患者の窓口となる一般の開業

医が、慢性痛診療にどのようにかかわるかは

非常に重要な課題である。これまで、主に大

阪、兵庫でリハビリ療法士を雇用するクリニ

ックの診療を紹介してきた。今年度は、京都

や滋賀の開業医にも参加していただき、運動

療法と簡単な心理的アプローチを加えた診療

の実際や、慢性痛診療にかかわる医療者の人

材育成、経営面での工夫についての情報を共

有する場を提供した。更に痛みセンターとの

連携を深め、適した患者の紹介や逆紹介など

連携を図った。 

 

 

心療内科による慢性疼痛診療連携事業 

慢性痛には心理社会的要因が関与する場合

が多く、古くから心療内科的なアプローチが

行われてきた。しかしながら、どのような慢

性痛にどのような診療が行われていて、どの

ような患者が適しているかについてあまり広

く知られていない。この問題を改善するため

に心療内科による慢性疼痛診療連携事業を立

ち上げ、セミナーや定期的な web 会議を通し

て、慢性痛診療における心療内科の治療内容

を共有する機会を設けた。更に、多くの身体

科の医師でも実施可能な心療内科的な見方や

考え方、コミュニケーションの取り方を学ぶ

機会を提供した。また、関西医科大学の関連

の医療機関を中心に、慢性痛患者に対する心

療内科的なアプローチが実施できる医療機関

のマップをまとめて公開した。これにより、

地域診療連携で対応可能な患者の紹介が容易

になった。 
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慢性疼痛に対する集学的診療推進事業 

慢性痛の診療には多職種による集学的

な診療が望ましいことは海外から数多く報

告されてきた。しかしながら我が国におい

ては、医療の歴史や制度、慣習の違いから

か、多職種による集学的診療の取り組みは

なかなか進んでいないのが実情である。病

院で多職種による集学的診療に積極的に取

り組んでいる機関として、近畿地区には滋

賀医大（臨床心理士と理学療法士による外

来でのアプローチ）、千里山病院（リハ医、

リハ療法士、臨床心理士による集学的評価

と 3 週間の入院プログラム）等がある。そ

れぞれ従来の治療では効果の乏しい症例に

対して、画期的な治療成果をあげているが、

これらの治療内容や治療法を多くのセミナ

ーで共有し、適した患者の紹介や診療の連

携の質の向上に努めた。一定の成果を上げ

てはいるが、まだまだ十分とは言えず、今

後も継続していくことが求められる。 

 
慢性頭痛の診療連携事業 

慢性頭痛の治療は従来、薬物治療や生活指

導が中心であったが、海外からの報告による

と心理的アプローチやリハビリテーション、

補完代替医療なども効果がある。心理的アプ

ローチやリハビリテーションは日本では実施

している医療機関が少ないが、連携活動を通

して適切な患者紹介につながり成果を上げた。

今後は、頭痛専門医による慢性頭痛の診療ネ

ットワークと診療連携を深めていくことが課

題である。また、頭痛専門医の多くは脳神経

内科医であり、パーキンソン病や卒中後痛な

ど神経疾患に伴う慢性痛を診る機会が多い。

診療連携を通して、インターベンション、薬

物治療、心理的アプローチ、リハビリテーシ

ョンなど幅広い治療の選択肢が生まれ、今後

の診療の充実につながることが期待できる 

 

 
インターベンション治療の診療連携事業 
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インターベンション治療においても、生物

心理社会モデルに基づいた患者評価のもとに、

適応を決め、治療方針をたてて、個々の患者

にあった治療を行うと、痛みを軽減、緩和す

ることで、患者の生活の質（QOL）が改善さ

れることが多い。また、インターベンショナ

ル治療は、痛みが緩和することでリハビリテ

ーション、運動療法が行いやすくなり、多職

種によるチーム医療が行いやすくなるメリッ

トがある。今回のセミナーでは、脊髄刺激電

極、椎間板内治療、硬膜外癒着剥離術につい

て主に紹介し、麻酔科ペインクリニック医以

外の整形外科、内科の医師の先生方、理学療

法士の先生方に適応、手技などについて啓発

し、意見交換することができた。地域医療連

携体制構築を行っていくのに、大きな意義が

あった。 

 

 

歯科・口腔外科の診療連携事業 

歯科領域では抜歯後の遷延痛や舌痛症など、

原因を特定することが困難な非歯原性歯痛患

者の診療が課題である。歯科医療でリハビリ

テーションや心理的アプローチを行うには医

科との連携が必要となるため診療連携は容易

ではない。今回全国で初めて、多職種による

医科歯科連携セミナーを行ったところ、九州

や関東など全国から参加者があり、慢性痛に

対する歯科医師の問題意識の高さがうかがわ

れた。セミナーでは、歯科現場での課題を共

有するとともに、心療内科的なアプローチや

集学的診療の実際を知っていただく機会を提

供できた。歯科領域における慢性痛への今後

の取り組みにおいて重要な機会を提供できた。

継続していく必要を痛感した。 

 

 

その他、理学療法士、作業療法士、臨床心理

士に対して、セミナーを行い、慢性痛診療

の情報共有と、診療技術のスキル向上を行

った。 

  

   

各領域の核になる先生方の御協力により、

地域医療機関との病診連携、診療連携体制ネ

ットワークの礎を構築していくことができた。 

 

４：地方行政との連携 

 地方行政との連携として、滋賀県の保健医

療計画（6年間）の滋賀県医療行政方針に、滋

賀医科大学医学部附属病院学際的痛みセンタ
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ーを中心とした、慢性疼痛の治療が組み込ま

れている。滋賀医科大学医学部附属病院は、

地方行政との連携を深めながら、今後も滋賀

県内の疼痛治療を先導していく予定である。 

今年度は産業医や地方行政、医師会、特に

滋賀県との連携をさらに深めた。滋賀県（健

康医療福祉部）が作る地域医療計画において、

慢性疼痛対策、具体的には滋賀医大学際的痛

みセンターが中心となり医療者の育成、県民

の啓発を行うことを、正式な県の医療政策と

行っている。滋賀県（健康医療福祉部）と密に

連絡をとりつつ、滋賀県地域保健医療計画の

慢性疼痛対策に沿って、地域医療のハブとな

る施設との連携を充実し、医療介護連携、労

働衛生と痛みセンターの連携を充実した。さ

らに開業医、心療内科医との連携を増やし、

専門的な治療、地域医療ネットワーク構築の

礎を構築している。 

 

中国視察報告 中日友好病院視察   

日時：2019年11月 3日〜11月6日 

場所：中国北京市 中日友好医院 

 

全大学に集学的痛みセンターと痛み学講座

がある中国、北京の中日友好病院の視察にい

かせていただいた。政府直轄の病院で歴代日

本の多くの首相が訪問され、日本とのつなが

り深く、かつ疼痛治療、痛みセンターの中国

の中心になっている施設である。 

疼痛治療科の先生、院長、国際部の先生方

と会合させていただき、中国の痛み医療の発

展。2004年に中日友好病院で、2007年に中国

衛生部の政策として、全大学病院（３級病院）

に多職種の疼痛科、痛み学講座pain medicine

を作ることになったこと。がんの痛み、神経

障害性疼痛、運動器の痛み、慢性疼痛を様々

な科の先生が、痛みを専門に専従で診療して

いる経緯、多職種による疼痛治療科が国家重

点治療科になり、1300のネットワークができ

るまで、中国疼痛医療、中日友好病院疼痛科、

痛みセンタートップのファン先生にお話しい

ただいた。 

 

 

中日友好病院、院長先生、国際部長（日本語

ペラペラ）ともども、多職種の疼痛科、痛み学

講座 pain medicine、痛みセンターの設立は

中国衛生部が痛み治療の社会的経済的重要性

を理解し、推進して、病院経営的にもすばら

しく、国民、医療者、病院が win-win になっ

ていることお話された。多職種による治療、

集学的治療は、今の日本がちょうど、中国の

15年前くらいの状況とかもファン先生からお

話されたが、実際の医療に政策としてトップ

ダウンで落とし込んでいることは、見習うべ

きことであると感じた。 

複雑な痛みには、多職種でないと対応でき

ないこと、行政、国家レベルでプロジェクト

化し、中日友好病院だけのグラントが 4 億円

以上あることから、痛み対策の予算規模は、

日本の痛みの厚労省政策研究事業全部よりは

るかに多く、日本の100倍以上から1000倍く

らいの国家プロジェクトかと想像した。 

疼痛科、痛みセンターの中国国家プロジェ

クトの趣旨は、社会で慢性痛もっている人が

多い、がんの痛みもコントロールされていな

いので、患者さんの社会的ニーズ、社会損失

の医療経済のニーズがあること。患者さん、
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国家のニーズにこたえ、複雑な痛みをみるに

は、麻酔科ペインクリニック、整形外科など

単独では無理なことが多く、単独科ではでき

ない多職種の評価、補完的な治療をすること

で、集学的な独立した科を作る必要があると

いう説明であった。政府、行政が2007年に動

いて、現在1300病院のネットワークができて

いる。3級病院（大学病院）は疼痛科がないと、

3級と認定されないしくみになっていた。 

 

 

ファン先生は、片手間では発展がないこと、

昔の中国、今の日本のように患者さんのおし

つけあいか、機能しないか、無責任になって

くること。社会のニーズにこたえるには、独

立した科、痛みセンターを作り、専属かつ多

職種で毎日診療することが一番大事であるこ

と、強調されていた。 

 

 

  

疼痛科の医師になれるのは、麻酔科、整形

外科、神経内科、リハビリテーション科、リ

ウマチ科とかがメインということでした。腫

瘍内科、精神科は、リエゾンか、病院のよっ

て違うのかもしれません。専属の薬剤師が配

置されていました、理学療法士はリエゾンの

ようで、そこは日本と同じか、各病院で違う

のかもしれない。 

さらに疼痛科は国家重点診療科になってお

り、各専門別に、がんの痛み、脊椎の痛み、神

経障害性疼痛、口腔顔面痛など各専門別のチ

ームで患者さんをみるようなシステムになっ

ていた。外来は、各医師のランクで、予約料

金、診療予約費用、3000円から9000円まで3

ランクで、合理的に患者が 1 人の医師に集中

しないよう、コスト意識をもつようにシステ

ム化されていた。国民皆保険でも、診察料、予

約料金は医師のランクで違うことで、患者が

集中する先生はインセンテイブがつくような

システムが構築されていた。 

外人と富裕層のための外来（国際部：

international clinic）では診察料は9000円

程度からとなっており、そこは民間保険か、

自由診療でカバーしているということであっ

た。多職種カンファレンス、中国全土をつな

いで遠隔診療、遠隔カンファレンスもできる

部屋があり、病診連携、病病連携、医療介護ネ

ットワークを作りとして、日本の今後の方向

性が示唆された。 

中国では薬をできるだけ減らして、医療費

を削減すること、日本よりかなりきびしいこ

とお話しされていた。疼痛科では 1/3 の患者

に漢方が使われているということであった。1

人あたりの投与量も日本より多くなっていた。

世界で問題になっているオピオイオドの使用

は、資格制になっており、さらに投与８週間

毎の患者さん評価が義務付けられ、台湾同様、

世界で一番厳しいシステムになっていた。 

薬剤を削減して医療費を削減するかわりに、

医師の技術を高く評価する方向になっており、

難しい技術は高い診療報酬になっていた。例
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えば、インターベンショナル治療では、三叉

神経ブロック 10 万円、高周波熱凝固 6 万円、

パルス高周波 4 万円など、日本の 2 倍から 3

倍の技術料になっていた。パルス高周波法の

機器、SCSの機器、電極などイノベーションも

盛んで、デバイスも中國ですでに開発されて

いました。技術報酬は、欧米同様、病院と医師

に入るしくみになっており、医療者にとって

も合理的なシステムになっていた。難しい治

療ができる医師ほど、給与も高くなるので、

モチベーション上がりシステムである。 

中日友好病院の疼痛科の常勤医師は多職種

専属32人、レジデント、研修医いれたら約80

人のスタッフ。毎日 200 人の患者さんの外来

治療（12人の医師、プラスレジデント、研修

医で行う）、病棟、手術室治療で 30 床の病棟

をみていました。多くの慢性疼痛患者のニー

ズにこたえるには、規模は大きくなって当然

である。病棟では看護師さんの痛みの評価に

も診療報酬がついていた。外人と富裕層のた

めの外来（国際部：international clinic）

では全国をつなぐ遠隔診療ルーム、多職種、

遠隔カンファレンスルームがあった。通常の

病棟でも、ファン先生のオフィスで遠隔診療

できるようになっており、今後の方向性が示

唆された。また、病棟では QST などの検査を

行う検査室がありました。がんの治療では、

最初は薬物療法、適応があれば、神経ブロッ

クや脊髄くも膜下鎮痛法を行うということで

あった。 

 

 

インターベンショナル治療は、手術室で C

アームが 3 台同時に使える、病棟にエコー治

療の部屋を作っていました。医師の魅力を増

やすこと、病院の医療経済、経営を増やすこ

とを考慮すると必要不可欠な治療手段のひと

つということ、強調されていた。 

医療者の学生の教育は、そのまま疼痛科に

入れるか、他の専門家を経て疼痛科の医師に

なる2パターンがあるということであった。 

中日友好病院では、中医学の鍼灸科、漢方

の中医学も西洋医学と同列であり、疼痛科で

は、たくさんの中医学の若い先生が働いてい

いた。補完医療も、保険もきくようにしてい

るそうで、中日友好病院疼痛科のファン先生

は、西洋医学と中医学の統合医療の学会理事

長もされて、統合医療も推進されている。三

分の一の患者さんに漢方を使っているそうで、

慢性疾患、慢性の痛みでは、西洋医学の苦手

な治らない病気や痛みもたくさんある。統合

医療は、今後の全人的医療のひとつの方向性

とも考える。 
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疼痛科、多職種チームカンファレンスに参

加させていただきました。疼痛科多職種医師

と理学療法士、中医学、薬剤師の先生方など

が参加し、診断、評価、治療は同じよう、運動

療法に鍼灸併用するとこだけが違いで、ポテ

ンシャルは同じか、細かい心理社会的評価、

診断、治療技術、集学的治療ということでは、

日本のほうが高いかもしれない。システム作

りの上手さ、社会ニーズと病院経営をマッチ

させるところは、欧州同様合理的な考えで、

国民、患者さんの生活の質を上げるのが疼痛

科。あとは、セルフケアか、理学療法、精神科

医などに振って、ほとんどの人をカバーでき

るようにというシステム作りになっていた。 

中国はもともと中医学が盛んで、その学部

や学校、専門の病院もあります。中日友好病

院でも、中医部があり、鍼灸科などもある。疼

痛科では、中医学の先生も多く研修にきてお

り、西洋医学の勉強もされていた。統合医療

の専門医療者がいれば、多面的な治療、多様

な治療が可能になり、全人的医療を補完医療、

統合医療で行っている印象で、ICD-11 でも、

漢方などの補完医療が入ることになり、日本

でも今後の方向性とも考える。 

病棟には脳の磁気刺激装置rTMSもあり、日

本ではなかなか実用化されないものですが、

規制がないので、最新治療がすぐに行えるこ

とは、魅力的である。 

医療者も患者さんも国、行政もコスト意識

が高いのに驚いた。技術を高く評価して、病

院の経営がもうかり、国全体の医療費、社会

保障費が少なくなり、患者さんの QOL があが

り、win-winのしくみ、合理的に作りあげてい

た。 

一つの病院の予算より、国の事業費が少な

いでは、人も雇用できない状況で、ボランテ

イアではニーズにこたえられない、始められ

ない、続かないのは当然だととても強調され

ていた。システム作りに苦労された先生の本

音かと思われます。日本のガイドラインやさ

らに診療報酬までよく勉強、研究されて、フ

ァン先生の病棟のお部屋。日本のガイドライ

ン、ペインクリニックの雑誌もたくさんあり、

毎日スタッフ、研修医、レジデントと勉強会

しているということでした。現在の中堅、若

手はインセンテイブつけば、みなより一生懸

命勉強すると想像します。 

中日友好病院、もともとは、日本の ODA が

関与してできた、政府直轄の病院で、国交回

復から、歴代首相は、中国援助の最高の成功

例といつも語っているということでした。 

結論 

１：疼痛科は国家重点科で、痛みセンター

は経済損失、医療費、介護費、社会保障費抑制

するのに役立つという理想論だけでなく、病

院経営も成り立つ、経営に役立つシステムを

構築されたことは合理的であった。経営、経

済的な事をクリアしないと、日本でも痛みセ

ンターの発展は難しい。 
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２：生物心理社会モデルに基づいた治療、

欧州の痛みセンターのシステムをそのまま日

本にもってこられないこと、もってくるのが

難しいことをよく考慮し、まずは実際の医療

に落とし込むことを優先していた。 

欧米の痛みセンターの集学的治療は、勤労

世代を対象に、慢性疼痛からの社会復帰を目

的としてできたものです。超高齢化社会の日

本、またそれをみこした中国では、勤労世代

と高齢者を対象に慢性疼痛の治療の体制を構

築する必要があります。欧米の集学的治療を

そのまま導入してもできない理由のひとつに、

診療報酬以外に目的がはっきりしないことが

ある。上記の２つの世代の治療をしていかな

ければいけない日本では、日本なりの痛みセ

ンターを構築する必要がある。 

 

3：全人的医療に、漢方、鍼灸、ヨガなど補

完医療を併用し、統合医療を行うことは、世

界的な医療の流れです。中医学の元祖である

中国では、まずは統合医療で、国民に痛み医

療の恩恵をクリアし、徐々に成熟した治療も

富裕層から行っていくような印象でした。

ICD-11の流れからも、日本でも統合医療を行

っていくのが、ひとつの方法かと思った。 

４：独立した診療科でないと、医療者、医師

に夢を与えられないこと、発展が望めないこ

と、さかんに強調されていた。継続的なスタ

ッフの雇用、人件費をだせるような、日本な

りのシステムを作ることが急務と考える。 

５：すべて同じスタイルでなくても、フレキ

シブルな形で、多職種で診断、評価、情報共有

し治療を行っていくという、基本さえ同じな

ら、各病院、大学、地域の特徴をいかした、さ

まざまな形に寛容になること。まずは痛み医

療を、現実の医療の中で充実することを優先

していただきたいと思う。欧州の痛みセンタ

ーでは、さまざまな形があり、経営、コスト感

覚を、医療者、国民が共有して、多くの患者さ

んがチーム医療の恩恵にあずかれるようなシ

ステム作りはまったなしかと思う。
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最後に、政策研究班班長の矢吹先生、前班

長の牛田先生、麻酔科ペインクリニックの立

場からバランスのとれた提言をされる井関先

生に、心から感謝と御礼申し上げる。 

 

Ｄ．考察 

学際的痛みセンターは、単一診療科におい

て治療に難渋している難治性慢性痛患者に対

して、器質的な面に加えて、機能的、精神心

理要因および社会的な要因を多面的に分析

し、運動療法、認知行動療法、インターベン

ショナル治療、薬物療法をうまく組み合わせ

ることで、QOLの上昇が図れると考えられ

た。 

看護師、医師、臨床心理士（公認心理

師）、理学療法士の多職種による患者評価を

行うと、 

しっかりとした治療方針がたてられることは

明らかであるが、費用対効果、診療報酬、病

院経営など現実の医療に落とし込むことが、

課題になっている。 

 労働者年代では、慢性疼痛患者のプレゼン

ティイズム、アブセンテイズムの改善度を評

価し、医療経済から慢性疼痛に治療の重要性、

慢性疼痛に対する痛みセンターでの集学的治

療の有用性をデータ化していく必要があると

考えられる。 

症例数は少ないものの、慢性疼痛患者では

プレゼンティイズムは40%～50%パフォーマン

スが低下していることが認められている。今

後、慢性疼痛患者ではプレゼンティーズムが

どれだけあって、どれだけ改善するか、社会

に対するアウトプットとして必要不可欠と考

えている。 

 

 

 

Ｅ．結論 

滋賀医科大学学際的痛み治療センターでの

集学的患者評価、運動療法、認知行動療法な

どの集学的治療の活動報告、中国慢性疼痛診

療の中心施設の見学記、セミナー開催での地

域医療連携、地域医療者教育の現状を提示し

た。 

看護師、担当医師、理学療法士が器質的評

価、心理社会的評価、機能的評価を行い、カ

ンファレンスで治療方針を決める体制を構築

した。また集学的治療中、治療後の患者も、

カンファレンスで情報を共有している。 

慢性痛の治療にあたっては、複雑化した痛

みの病態を器質的な面からだけでなく、多面

的に分析し、治療につなげる“学際的痛みセ

ンター”と地域連携構築の両輪が必要不可欠

である。今回、その基礎が構築できた。 
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今後は、本邦独自の痛みセンターを中心と

した慢性疼痛診療システムの構築と効果検証

が必要と考えられる。 

 

 

痛みセンター運営面での課題 

本邦では、慢性疼痛診療、集学的痛みセン

ターに対する診療報酬化、拠点病院化などが

なく、痛みセンターの運営が難しい状態が続

いている。そのような状況の解決策として、

かかりつけ開業医での、チーム医療の試みが

始まってきており、痛みセンターを中心とし

た病診連携、診療連携体制の礎が構築されつ

つある。 

今後は、痛みセンターで蓄積したデータか

ら、その有用性を発信し、しっかりした経済

的基盤を作り、実際の臨床の中で慢性疼痛診

療がなりたつような環境作りを行い、その上

で、医療者教育、臨床研究を行っていくこと

が全国的な課題と考える。 

認知行動療法、集学的治療の不適切な紹介患

者の課題 

一方で、県内外の施設から集学的治療目的

に紹介される患者では、集学的治療、CBT（認

知行動療法）の適応とならない患者が多く、

京滋地区での慢性疼痛治療、集学的治療、CBT

のさらなる啓発の必要性を痛感している。 

精神疾患を伴う慢性疼痛患者の課題 

近年、精神疾患を伴う慢性疼痛患者が激増

しており、特に精神疾患を伴う線維筋痛症

（ICD-11;CHRONIC WIDE SPREAD PAIN）の紹介

患者が激増している。地域でのオピオイド鎮

痛薬の不適切使用も多く、薬漬け医療で精神

疾患のコントロールもうまくいっていないな

ど、痛みを扱ってくれる精神科医との連携が

必要不可欠になってきている。しかし、精神

医療ではその余裕がないところがほとんどで

ある。精神科医の介入の人材不足を解決して

いくことが重要な課題である。滋賀医大にと

って、近畿地区で、京都府立医科大学精神科

と連携することができたことは大きい。希死

念慮や薬物依存など特別な場合に限っては、

滋賀医大精神科と連携はとれている。 

痛みを扱う臨床心理士の課題 

また本邦では、心理面を担う臨床心理士（公

認心理師）の人材不足が著しく、人材不足を

解決していくことが重要な課題である。関西

医大を中心に、滋賀医大も卒後教育可能な施

設として、さらに充実していきたい。 

認知行動療法だけでなく、マンドフルネス、

ACEPTANCE AND COMITEMENT THERAPY(ACT)、催

眠療法、森田療法、カンセリングなど、様々な

心理療法を充実していく必要がある。 

 

高齢者痛み医療のためのハブ施設の課題 

介護領域までカバーする施設との連携 

また高齢者医療では、患者が遠方への移動

が困難なため、できるだけ地域で治療を完結

する必要がある。健康寿命延伸、看護度を引

き下げることに貢献できるように、地域での
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ハブ施設の構築、介護領域まで含めた理学療

法士を雇用している開業医との連携と医療者

育成が急務となっていると考える。 

患者教育、啓発の重要性 

 慢性疼痛管理の中で、に患者教育、医療者

教育が大事である。集学的治療プログラムの

前段階での動機づけに半年～1 年をかけるこ

とからも、患者教育が必要な場合が多いと考

えられる。 

本邦における集学的治療の課題を以下のよ

うにまとめた。 

 

 

本邦では、慢性疼痛治療における医師の負

担が大きい。薬物療法や処置のみならず、患

者教育や生活指導、認知行動療法的なアプロ

ーチなどが、時間的制約のある外来診察の中

で行われている。一方欧米では、他のスタッ

フがその一部を担い、それぞれの専門性を活

かした細かい指導を行っている。基本的に医

師、理学療法士、臨床心理士の3人のペアで、

プログラムまでの教育、動機づけ診察が行わ

れている。彼らは、慢性痛と急性痛の違い、慢

性痛の病態、慢性痛に対する基本的な治療な

ど、慢性痛に関する知識を共有しており、そ

れを元に集学的な治療を実現している。今後、

医師の負担を減らし、かつ良質な慢性疼痛治

療を提供して行くためには、あらゆるコメデ

ィカルを対象とした慢性痛に関する医療者教

育、育成が急務と考えられる。 

医療経済との連携の課題 

また本邦でも医療費の削減に寄与するよう

な社会的なエビデンス作りが必要な時期であ

ると考える。 

 本邦においては、慢性疼痛の事業は発展し

てきているが、実際の臨床レベルで行うとこ

ろまではいっておらず、社会とのニーズのギ

ャップを解決していく時期にあることは間違

いない。 

労働年代の復職支援の課題 

課題として、復職支援の紹介元は膳所診療

所が中心であり、膳所診療所以外の産業医か

らの紹介を増やす方法を検討している。また、

理学療法士と心理士（師）で行う集学的診療

を、個別から集団プログラムに変更し、効率

化を図りたいと考えている。 

 

慢性疼痛患者は、多くが難民化しており、

少しでも多くの患者を救えるようなシステム

作りが急務であると考える。痛みセンターの

運営が非常に難しい現状では、地域との連携

を充実していくしかない。その上で、経営的

に成り立つ方法を工夫して、医療者、患者、病

院、国が WIN-WIN のシステムを構築してとき

である。 

近畿の集学的痛みセンターとして、滋賀医

科大学医学部附属病院、大阪大学医学部附属

病院、関西医科大学附属病院、篤友会千里山

病院、富永病院頭痛センターなどの中心的施

設とともに、京都府立医科大学附属病院、兵

庫医科大学附属病院、大阪南医療センターも

準備が整ってきております。また、地域で慢
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性疼痛に対してチーム医療を行う開業医の連

携体制が整い、近畿地区は、病診連携体制構

築のモデル地区になりつつある。 

領域を超えた多職種、多業種の協力のもと、

今後の痛み医療構築のベースとなり、現実の医

療体制の中で、よい医療が提供できるよう今後

も努力を重ねていきたい。 

 
Ｆ．健康危険情報 
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